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（熟練した重度訪問介護従業者による同行支援について⑥） 

問42 同行支援中に、新任従業者と熟練従業者が見守りを行っている時間も報

酬の対象となるものと考えてよいか。 

（答） 

 お見込みのとおり。 

 

（今回の改定に伴い、以下のＱ＆Ａについて削除） 

平成24年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成24年８月31日

事務連絡）における問50 

 

（３）同行援護 

（盲ろう者向け通訳・介助員について①） 

問43 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業において盲ろう者に支援した経験が

ある者が、平成 33（2021）年３月 31 日までの暫定的な措置として従業者

要件に追加されたが、このことと、盲ろう者に支援した場合に所定単位数

の25％の加算を算定できる盲ろう者向け・通訳介助員は同じものを指して

いるのか。 

（答） 

「盲ろう者向け通訳・介助員」とは、地域生活支援事業の「盲ろう者向け通訳・

介助員養成研修」を修了した者等をいうが、このうち、同行援護従業者養成研修

を修了していなくても同行援護に従事できるのは、平成30年３月31日時点にお

いて、地域生活支援事業の「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」に従事し、実

際に盲ろう者の支援を行ったことがある者である。 

一方、盲ろう者に支援した場合に加算を算定できる要件としている「盲ろう者

向け通訳・介助員」は、「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」に従事しているこ

とを要件としていない。 

 

（盲ろう者向け通訳・介助員について②） 

問44 盲ろう者向け通訳・介助員は、都道府県が行う盲ろう者向け通訳・介助

員養成研修を修了した者のほか、指定都市又は中核市が行う同研修や、国

立障害者リハビリテーションセンター学院が行う研修を修了した者等がい

るが、これらの者についても含めるものと考えてよいか。 

（答） 

 お見込みのとおり。 
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（障害支援区分の認定について） 

問45 同行援護は、障害支援区分の認定調査を受けずとも利用ができるが、「障

害支援区分３又は４以上の者を支援した場合の加算」を算定するに当たっ

ては、当該利用者が障害支援区分の認定調査を受けている必要があるか。 

（答） 

「障害支援区分３又は４以上の者を支援した場合の加算」ついては、障害支援

区分認定調査により障害支援区分３以上の判定を受け、加算対象者として支給決

定を受けている必要がある。このため、障害支援区分の判定を受けておらず、同

行援護の利用のみを希望する障害者については、障害支援区分３以上に該当する

と見込まれる場合に、認定調査を併せて行うこととする。 

なお、申請に当たり、利用者が認定調査の実施を望まない場合には、必ずしも

認定調査を受ける必要はないが、その場合は、「障害支援区分３又は４以上の者を

支援した場合の加算」の対象者として支給決定を行わないこと。 

 

（障害児への加算の決定について） 

問46 障害児への同行援護の支給決定に当たり、障害支援区分３又は４以上の

支援の度合いに相当することについて、どのように判断するのか。 

（答） 

障害児への同行援護の支給決定に当たり、当該障害児が障害支援区分３以上の

支援の度合いに相当することが見込まれる場合とは、５領域11項目の調査を行い、

支援の度合いについて判定するものとする。 

なお、当該調査結果が、短期入所における障害児支援区分２に相当する場合は、

障害支援区分３の支援の度合いに相当するものとして、障害児支援区分３に相当

する場合は、障害支援区分４の支援の度合いに相当するものとして取り扱って差

し支えない。 

 

（地域生活支援事業との関係について） 

問47 地域生活支援事業における盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業を利用し

てきた者は、今後、同行援護を優先的に利用しないといけないのか。 

（答） 

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業と同行援護は、利用者の支援のニーズ等に

応じて、いずれの利用も可能である。また、同行援護は、従業者が１人の利用者

の支援に専念し、その行った支援に対して報酬を支払うサービスであるが、地域

生活支援事業は、支援や支払いの方法等も含めて柔軟に運用できることから、例

えば、盲ろう者が会議に参加し、頻回な通訳介助を要し、交代要員として２人目

を派遣する必要がある場合などにおいて、同行援護と盲ろう者向け通訳・介助員

派遣事業を併用することも可能である。 


